






[単位：円]

資産の部
Ⅰ流動資産

現金及び預金 813,040,353          
前　払　費　用 2,848,238             
未　　収　　金 971,036,764          
そ　　の　　他 3,946,722             
流動資産合計 1,790,872,077       

Ⅱ固定資産
１ 有形固定資産

建          物 8,169,124,792       
減価償却累計額　 △ 1,724,312,611    6,444,812,181       

構    築    物 113,843,110          
減価償却累計額　 △ 38,095,349        75,747,761           

機械及び装置 468,375,526          
減価償却累計額　 △ 69,391,864        398,983,662          

車 両 運 搬 具 29,323,839           
減価償却累計額　 △ 19,693,046        9,630,793             

工具、器具及び備品 507,133,206          
減価償却累計額　 △ 306,359,138       200,774,068          

土          地 6,170,400,000       
建設仮勘定 11,600,000           

　 有形固定資産合計 13,311,948,465      
２ 無形固定資産

電話加入権 1,872,000             
　 無形固定資産合計 1,872,000             
３ その他の固定資産

預　　託　　金 923,000               
　 その他の固定資産合計 923,000               

固定資産合計 13,314,743,465      
資産合計 15,105,615,542      

負債の部
Ⅰ流動負債

運営費交付金債務 110,282,101          
預り施設費 11,600,000           
短期リース債務 21,789,516           
未    払    金 1,190,786,809       
未　払　費　用 9,244,828             
未払消費税等 7,653,500             
預    り    金 4,271,640             
流動負債合計 1,355,628,394       

Ⅱ固定負債
資産見返負債
　 資産見返運営費交付金 68,063,024           
　 資産見返物品受贈額 68,104,679           136,167,703          
長期借入金 650,000,000          
長期リース債務 39,701,316           

固定負債合計 825,869,019          
負債合計 2,181,497,413       

資本の部
Ⅰ資    本    金

政府出資金 14,052,883,551      
資本金合計 14,052,883,551      

Ⅱ資　本　剰　余　金
資本剰余金 177,517,465          
損益外減価償却累計額 △ 1,826,586,251    

資本剰余金合計 △ 1,649,068,786    

Ⅲ利　益　剰　余　金
目的積立金 58,890,022           
積立金 371,322,202          
当期未処分利益 90,091,140           
（うち当期総利益 90,091,140            ）

利益剰余金合計 520,303,364          

資本合計 12,924,118,129      

負債資本合計 15,105,615,542      

貸　借　対　照　表
平成15年3月31日現在



[単位：円]

経常費用
研究業務費

給与手当 530,295,098          
賞与 183,592,643          
法定福利費 79,157,824           
退職手当 70,566,500           
雑給 89,134,152           
外部委託費 966,537,731          
消耗品費 140,206,034          
賃借料 41,614,350           
減価償却費 122,211,134          
保守修繕・維持管理費 103,623,645          
水道光熱費 88,184,954           
その他 176,359,366          2,591,483,431       

一般管理費
役員報酬 53,750,064           
給与手当 115,440,441          
賞与 38,409,300           
法定福利費 22,760,144           
福利厚生費 3,455,663             
退職手当 8,236,757             
雑給 41,788,203           
外部委託費 16,659,985           
消耗品費 12,454,752           
賃借料 561,299               
減価償却費 3,054,447             
保守修繕・維持管理費 20,144,407           
水道光熱費 4,037,459             
その他 18,877,749           359,630,670          

財務費用
支払利息 1,892,253             1,892,253             

経常費用計 2,953,006,354       

経常収益
運営費交付金収益

運営費交付金収益 1,457,238,066       
資産見返運営費交付金戻入 6,695,729             1,463,933,795       

受託収入
政府受託研究収入 1,331,283,791       
その他受託研究収入 79,289,459           1,410,573,250       

物品受贈益
物品受贈益 -                         
資産見返物品受贈額戻入 100,290,879          100,290,879          

事業収入
特許収入 6,992,685             
研修員受入収入 11,580,000           
技術指導料収入 14,038,455           
講演料収入 2,189,240             
原稿料収入 -                         34,800,380           

財務収益
受取利息 18,159                 18,159                 

雑益
財産賃貸収入 6,992,595             
消費税還付加算金 992,800               
雑益 25,495,636           33,481,031           

経常収益計 3,043,097,494       
経常利益 90,091,140           

臨時損失
固定資産除却損 4,083,648             
過年度消耗品費 15,853,572           19,937,220           

臨時収益
資産見返物品受贈額戻入 4,083,648             
過年度物品受贈益 15,853,572           19,937,220           

当期純利益 90,091,140           
当期総利益 90,091,140           

損　益　計　算　書
自平成14年4月1日　至平成15年3月31日



[単位：円]

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー
人件費支出 △ 1,357,230,749    
業務経費及び一般管理経費支出 △ 2,012,104,383    
運営費交付金収入 1,598,357,000       
受託収入 1,554,835,517       
その他の収入 428,933,528          
　　　　小計 212,790,913          
利息の受取額 18,159                 

利息の支払額 △ 1,822,952          

　業務活動によるキャッシュ・フロー 210,986,120          

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 387,147,337       
施設費による収入 11,441,410           
その他の固定資産の取得による支出 △ 348,000            

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 376,053,927       

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 △ 15,850,974        
長期借入による収入 622,000,000          

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 606,149,026          
　
Ⅳ資金増加額 441,081,219          
Ⅴ資金期首残高 371,959,134          
Ⅵ資金期末残高 813,040,353          

キャッシュ・フロー計算書
自平成14年4月1日　至平成15年3月31日





[単位：円]

Ⅰ　業務費用
損益計算書上の費用

研究業務費 2,591,483,431       
一般管理費 359,630,670          
財務費用 1,892,253             
臨時損失 19,937,220           2,972,943,574       

（控除）
受託収入 △ 1,410,573,250    
事業収入 △ 34,800,380        
雑益 △ 32,488,231        
財務収益 △ 18,159              △ 1,477,880,020    1,495,063,554       

Ⅱ　損益外減価償却等相当額
損益外減価償却相当額 904,492,226          
損益外固定資産除却相当額 56,013,736           960,505,962          

Ⅲ　引当外退職手当増加見積額 △ 26,843,863        

Ⅳ　機会費用
国有財産無償使用の機会費用 157,228,526          
政府出資等の機会費用 90,222,522           247,451,048          

Ⅴ　行政サービス実施コスト 2,676,176,701       

行政サービス実施コスト計算書
自平成14年4月1日　至平成15年3月31日



　[ 重 要 な 会 計 方 針 ]

１．運営費交付金収益の計上基準

　　　　費用進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

　　　有形固定資産

　　　　定額法を採用しております。

　　　　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　　　　　　建物　　　　　　　　　　２～５０年

　　　　　　構築物　　　　　　　　　２～４５年

　　　　　　機械及び装置　　　　　　２～１７年

　　　　　　車両運搬具　　　　　　　２～　３年

　　　　　　工具、器具及び備品　　　１～３３年

　　　　また、特定償却資産（独立行政法人会計基準第７７）の減価償却相当額に

　　　ついては、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示してお

　　　ります。

３．退職手当に係る引当金及び見積額の計上方法

　　職員の退職手当については財源措置がなされるため、退職手当に係る引当金は

　計上しておりません。

　　また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、

　自己都合退職金要支給額の当期増加額に基づき計上しております。

４．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

（１）国有財産無償使用の機会費用の計算方法

　　　　近隣の地代や賃借料等を参考に計算しております。

（２）政府出資等の機会費用

　　　　国債利回り等を参考に０．７％で計算しております。

５．リース取引の処理方法

　　リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の

　売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　　リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の

　賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込み方式によっております。



　[ 貸 借 対 照 表 関 係 ]

運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額

９３６，５９０，０５７円

　[ キ ャ ッ シ ュ ・  フ ロ ー 計 算 書  関 係 ]　

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

　　現金及び預金勘定 ８１３，０４０，３５３円

　　現金及び現金同等物 ８１３，０４０，３５３円

２．重要な非資金取引

　　①ファイナンス・リースによる資産の取得 ５０，２９４，５２８円



　　附　属　明　細　書

(1)
（単位：円）

 当　 期
 償却額

建物 627,900                1,417,500       -                  2,045,400              44,349            41,712               2,001,051              

構築物 5,745,150              10,290,000     -                  16,035,150            1,169,027        753,548              14,866,123            

機械及び装置 5,153,200              34,712,685     -                  39,865,885            4,221,174        2,562,082           35,644,711            

車両運搬具 29,323,839            -                  -                  29,323,839            19,693,046      9,846,523           9,630,793              

工具、器具及び備品 407,647,750          99,208,210     14,454,777     492,401,183          306,138,161    112,061,716        186,263,022          

計 448,497,839          145,628,395   14,454,777     579,671,457          331,265,757    125,265,581        248,405,700          

建物 7,744,958,466        457,404,861   35,283,935     8,167,079,392        1,724,268,262  867,231,511        6,442,811,130        

構築物 90,981,321            6,826,639       -                  97,807,960            36,926,322      18,483,340          60,881,638            

機械及び装置 278,202,965          171,036,477   20,729,801     428,509,641          65,170,690      36,666,154          363,338,951          

工具、器具及び備品 -                         14,732,023     -                  14,732,023            220,977          220,977              14,511,046            

建設仮勘定 28,000,000            11,600,000     28,000,000     11,600,000            -                   -                       11,600,000            

計 8,142,142,752        661,600,000   84,013,736     8,719,729,016        1,826,586,251  922,601,982        6,893,142,765        

土地 6,170,400,000        -                  -                  6,170,400,000        -                   -                       6,170,400,000        

計 6,170,400,000        -                  -                  6,170,400,000        -                   -                       6,170,400,000        

建物 7,745,586,366        458,822,361   35,283,935     8,169,124,792        1,724,312,611  867,273,223        6,444,812,181        

構築物 96,726,471            17,116,639     -                  113,843,110          38,095,349      19,236,888          75,747,761            

機械及び装置 283,356,165          205,749,162   20,729,801     468,375,526          69,391,864      39,228,236          398,983,662          

車両運搬具 29,323,839            -                  -                  29,323,839            19,693,046      9,846,523           9,630,793              

工具、器具及び備品 407,647,750          113,940,233   14,454,777     507,133,206          306,359,138    112,282,693        200,774,068          

土地 6,170,400,000        -                  -                  6,170,400,000        -                   -                       6,170,400,000        

建設仮勘定 28,000,000            11,600,000     28,000,000     11,600,000            -                   -                       11,600,000            

計 14,761,040,591      807,228,395   98,468,513     15,469,800,473      2,157,852,008  1,047,867,563      13,311,948,465      

電話加入権 -                         1,872,000       -                  1,872,000              -                   -                       1,872,000              

計 -                         1,872,000       -                  1,872,000              -                   -                       1,872,000              

預託金 575,000                348,000         -                  923,000                -                   -                       923,000                

計 575,000                348,000         -                  923,000                -                   -                       923,000                

有形固定
資産合計

差引当期末
残高

有形固定
資産

（償却費
損益内）

有形固定
資産

（償却費
損益外）

非償却
資産

無形固定
資産

その他の
資産

　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第77 特定の償却資産の減価に
　　係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細

資産の種類
期首
残高

当期
増加額

当期
減少額

期末
残高

減価償却累計額
摘　要



（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

政府出資金 14,052,883,551     -                         -                    14,052,883,551         

計 14,052,883,551     -                         -                    14,052,883,551         
資本剰余金
－施設費 262,692,410         -                         -                    262,692,410             

資本剰余金
－政府承継 -                        1,872,000             -                    1,872,000                

損益外
固定資産除

却額 △ 31,033,209      △ 56,013,736       -                    △ 87,046,945          

計 231,659,201         △ 54,141,736       -                    177,517,465             

損益外
減価償却
累計額 922,094,025         922,601,982          18,109,756       1,826,586,251          

差引計 △ 690,434,824     △ 976,743,718      △ 18,109,756  △ 1,649,068,786      

（２）　資本金及び資本剰余金の明細及び増減

区　　　分

資本金

資本
剰余金



（３）　運営費交付金債務の明細及び運営費交付金収益の明細
（単位：円）

平成１３年度 8,398,673    -                  2,747,495      -                  2,747,495      5,651,178      
平成１４年度 -               1,598,357,000 1,454,490,571 39,235,506     1,493,726,077 104,630,923  

交付年度 期首残高
交付金当期交

付額 期末残高
運営費交付金

収益
資産見返運営

費交付金 小計

当期振替額



(単位：円）

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員

役　　  　 員 53,750,064            4             6,558,720              1             

職　　 　  員 867,737,482          111          67,470,683            6             

非常勤職員 99,226,827            49            4,773,854              19            

合　　計 1,020,714,373        164          78,803,257            26            

（注）
１．報酬等の支給の基準
　　　　　役員報酬 ：「独立行政法人港湾空港技術研究所役員給与規程」によっております。
　　　　　役員退職手当 ：「独立行政法人港湾空港技術研究所役員退職手当支給規程」によっております。
　　　　　職員給与 ：「独立行政法人港湾空港技術研究所職員給与規程」によっております。
　　　　　職員退職手当 ：「独立行政法人港湾空港技術研究所就業規則」によっております。
　　　　　非常勤職員給与：「非常勤職員の就業等に関する規則」によっております。

２．職員の給与の支給人員は、年間平均支給人員数によっております。

（４）　役員及び職員の給与費の明細

退　職　手　当区　　分 報酬又は給与



　決　算　報　告　書          　　　　　　　　　　　　 （単位：円）

　　　区　　　　　　分　　　　　 予 算 金 額 　 決 算 金 額     差             額 　　　　　  備　　      　　　　　　考

　収　　入　　　　

　　運営費交付金 1,598,357,000 1,598,357,000 0

　　施設整備費補助金 803,000,000 11,600,000 △ 791,400,000 執行の一部が１５年度となったため

　　施設整備資金借入金 0 622,000,000 622,000,000 前年度繰越額を執行したため

　　受託収入 620,000,000 1,410,573,250 790,573,250
　　　 　　一般会計分 0 102,128,393 102,128,393 国土交通省からの受託があったため

　　　 　　港湾特会分 544,000,000 982,912,649 438,912,649 国土交通省等からの受託が予定より
多かったため

　　　 　　空港特会分 76,000,000 246,242,749 170,242,749 国土交通省からの受託が予定より多
かったため

　　　 　　そ 　の　 他 0 79,289,459 79,289,459 民間等からの受託があったため

　　その他の収入 20,287,000 68,299,570 48,012,570 損害保険料収入等があったため

　　前年度より繰越金 8,398,673 8,398,673 0

　　合　　　　　　　　計 3,050,042,673 3,719,228,493 669,185,820

　支　　出
　　　業務経費 315,553,673 330,209,602 △ 14,655,929 その他の収入が予定より多かったた

め
　　　人件費　　　 1,188,043,000 1,085,613,339 102,429,661 運営費交付金の人件費執行が予定よ

り少なかったため

　　　施設整備費   803,000,000 633,600,000 169,400,000
施設整備費補助金の執行の一部が１
５年度となったため

　　　受託関係経費 620,000,000 1,402,967,827 △ 782,967,827
　　　 　　一般会計分 0 102,127,585 △ 102,127,585 国土交通省からの受託があったため

　　　 　　港湾特会分 544,000,000 977,674,652 △ 433,674,652 国土交通省等からの受託が予定より
多かったため

　　　 　　空港特会分 76,000,000 243,876,131 △ 167,876,131 国土交通省からの受託が予定より多
かったため

　　　 　　そ 　の　 他 0 79,289,459 △ 79,289,459 民間等からの受託があったため

　　　一般管理費 123,446,000 124,561,089 △ 1,115,089 前年度より繰越金があったため

　　合　　　　　　　　計 3,050,042,673 3,576,951,857 △ 526,909,184



独立行政法人港湾空港技術研究所 平成１４年度事業報告書 

 

１．研究所の現況 

 (1) 業務の範囲 

  イ 研究所の設置目的（独立行政法人港湾空港技術研究所法第三条より） 

 港湾及び空港の整備等に関する調査、研究及び技術の開発等を行うことにより、

効率的かつ円滑な港湾及び空港の整備等に資するとともに、港湾及び空港の整備等

に関する技術の向上を図ることを目的とする。 

  ロ 研究所の業務の範囲（独立行政法人港湾空港技術研究所法第十条より） 

一  次に掲げる事項に関する基礎的な調査、研究及び技術の開発を行うこと。 

 イ 港湾の整備、利用及び保全に関すること。 

 ロ 航路の整備及び保全に関すること。 

 ハ 港湾内の公有水面の埋立て及び干拓に関すること。 

 ニ 港湾内の海岸の整備、利用及び保全に関すること。 

 ホ 飛行場の整備及び保全に関すること。 

二  前号イからホまでに掲げる事項に関する事業の実施に関する研究及び技術の

開発を行うこと。 

三  前二号に掲げる業務に係る技術の指導及び成果の普及を行うこと。 

四  第一号イからホまでに掲げる事項に関する情報を収集し、整理し、及び提供す

ること。 

 

 (2) 事務所の所在地 

    神奈川県横須賀市長瀬３－１－１ 

 

 (3) 資本金の状況 

    １４，０５２，８８３千円 

 

 (4) 役員の状況 

  イ 定数 

     理事長１人、理事１人、監事２人 

  ロ 氏名、役職、任期及び経歴 

     小和田 亮  理事長     ２年 国土交通省港湾技術研究所長 

     高橋 邦夫  理事      ２年 国土交通省港湾技術研究所土質部長 

     加藤 一正  監事      ２年 国土交通省港湾技術研究所水工部長 

     柴沼 文彦  監事（非常勤） ２年 京浜急行電鉄㈱顧問 

 

                      



 (5) 職員の状況 

    職員数 平成１４年度末 １１０名 

 

 (6) 設立の根拠となる法律 

    独立行政法人港湾空港技術研究所法（平成十一年十二月二十二日法律第二百九号） 

 

 (7) 主務大臣 

    国土交通大臣 

 

 (8) 沿 革 

    昭和２１年 ５月 鉄道技術研究所第七部港湾研究室として研究体制発足 

    昭和２４年 ６月 運輸省発足に伴い港湾局技術研究課に組織替 

    昭和２５年 ４月 運輸省運輸技術研究所設立に伴い 

             港湾物象部及び港湾施設部を設置 

    昭和３７年 ４月 運輸省港湾技術研究所設立 

    平成１３年 １月 中央省庁再編に伴い国土交通省港湾技術研究所となる 

    平成１３年 ４月 独立行政法人港湾空港技術研究所と 

             国土交通省国土技術政策総合研究所に分離・移行 

 

２．研究所の事業に関する事項 

 (1) 事業の実施状況 

  イ 研究活動の推進 

・ 国土交通大臣から指示された中期目標に設定された重点研究領域の研

究実施項目として９４項目の研究を実施した。 

・ 重点研究領域の中で特に緊急性を有する課題を特別研究と位置付け５

項目の研究を実施した。 

・ 将来の発展の可能性があると想定される研究を特定萌芽的研究と位置

付け５項目の研究を実施した。 

・ 研究の実施に当たっては、受託研究の実施や外部の競争的資金の導入

に努めるとともに、研究の効果的な実施を目指して、内部評価委員会、

外部評価委員会による研究評価を行った。 

  ロ 技術の指導および成果の普及に関する事業の実施 

（技術の指導） 

・ 民間企業等から依頼研修生を１９名受け入れた。 

・ 大学生等を実習生等として３３名受け入れた。 

・ 大学へ助教授として２名の研究者を派遣した。また非常勤講師として３

                      



                      

名の研究者を派遣した。 

・ ＪＩＣＡの短期専門家として３カ国へ研究者５名を派遣した。 

・ 港湾・空港等の技術課題を検討する委員会等に、のべ５１４名の研究者

を委員等として派遣した。 

・ 国土技術政策総合研究所が主催する研修の講師としてのべ４５名を、Ｊ

ＩＣＡが行う外国人技術者を対象とした研修の講師としてのべ２７名の

研究者を派遣した。 

（成果の普及） 

・ 港湾空港技術研究所報告および港湾空港技術研究所資料をそれぞれ４回

刊行した。 

・ １２７編の査読付論文（うち英文論文６４編）を発表した。 

・ ２０件の特許出願を行った。 

 

 (2) 借入金等の額及び借入先 

  イ 長期借入金 国土交通省大臣官房会計課長 

               ６５０，０００千円（決算） 

  ロ 短期借入金 該当なし 

 

 (3) 補助金等の名称及び額 

    独立行政法人港湾空港技術研究所施設整備費補助金 

                １１，６００千円（決算） 

 

 (4)その他 

    運営費交付金収入 １，５９８，３５７千円（決算） 

    受託収入     １，４１０，５７３千円（決算） 

    その他収入       ６８，３００千円（決算） 

  

３．研究所の子会社及び関連会社に関する事項 

   該当なし 

 

４．研究所の関連公益法人に関する事項 

   該当なし 

 

５．研究所が対処すべき課題 

 平成１３年４月１日に国土交通大臣より指示を受けた中期目標を達成するため、平成

１３年４月２日に国土交通大臣より認可を受けた中期計画に基づき業務を実施する。 
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